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研究成果の概要（和文）：グローバルな統合が進む金融市場のに係る国際ガバナンスは非公式な形態にとどまる。代表
例としてはＧ７／２０等Ｇグループやバーゼル銀行監督委員会がある。本研究では，非公式な制度形態の継続を説明す
る要因として力と規範が生みだす階層性を理論枠組みとして提示した。非公式な国際ガバナンス構造では米欧主要国は
階層性の上部に位置する〈規範の供給者〉の役割を果たす。それらの国は懸案への対処に当たり，他国に政策選択につ
いて教示する側に立つ。それに対し，中国などのアジア新興国は〈規範の需要者〉として，米欧の提示する規範を取り
入れる立場にある。本研究で明らかになったのは非公式性とこうした階層性が親和的であることである。

研究成果の概要（英文）：One of the important characteristics of global financial governance that draws the
 attention of international political economists is its informality. In informal governance institutions s
uch as G groups and the Basel Committee, power and normative factors play a prime role in complementing th
e lack of formal and legal authority. For understanding this paradoxical situation, the framework of norma
tive hierarchy is introduced. In this hierarchy Western major powers such as the United States, Britain an
d Germany are norm suppliers. Their role in informal financial governance is to teach other states to how 
to choose polices. By contrast Asian states such as China are norm demanders. Their behavior in informal g
overnance is to learn how to choose policies. 
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１．研究開始当初の背景 

（１）金融のグローバル化が各国の経済厚生
や国々の浮沈に及ぼす影響が大きいことは
共通認識である。その一方，金融については
通商分野における WTO に相当する多角的で
公式性の高い国際制度は存在せず，グローバ
ルな視野での規制は様々な非公式性の高い
クラブ的な枠組みに委ねられている。 

 

（２）関連する問題関心としてグローバル金
融危機後，顕著となった中国などの新興国台
頭が金融分野の国際制度にいかなる影響を
及ぼすかというものになる。非公式な国際制
度は米欧中心的な構造を有している。それに
対し，台頭する新興国は自らの参与，発言権
拡大のための改革要求を強めている。しかし
現在までのところ，非公式性は基本的に維持
されている。 

 

（３）このような経済・市場の発展や国際政
治の構造変化に対応していないかにみえる
国際制度の現状を説明する要因に関心を抱
いたことが研究開始にあたっての背景であ
る。 

 

２．研究の目的 

（１）非公式制度の代表的事例であるバーゼ
ル銀行監督委員会や G7/G20 をとりあげ，非
公式な制度形態を採ることの歴史的背景，長
短，規範的要因や，新興国が参与したことの
影響を明らかにすることである。 

 ここでいう非公式とは法的拘束力を備え
る明示的なルールではなく，規範，慣習に依
拠する程度の大きいことをいい，国際制度の
区分で用いられる「緩やか」とほぼ重なる意
味をもつ。また国際法でいうソフト・ローと
も近似した意味をもつ。 

 

（２）バーゼル銀行監督委員会の非公式性は
非常に高い。まず，国際貿易問題を司る WTO

や国際通貨問題を司る IMF など他分野の経
済ガバナンス機関と比べると，参加国を一部
の国に限っている。また，その任務は各国規
制監督機関に情報交換の場を提供し，実施の
詳細を各国に委ねることを前提に標準，ガイ
ドラインや勧告をまとめることにあるとさ
れ，公式の超国家的な権威や法的強制力を備
えることは意図されていない。また，そもそ
もバーゼル委員会の組織，手続に関する公式
文書自体が非公表である。それらの結果，合
意内容の多くは，解釈と実施について各国の
裁量の余地を大きく残すものとなっている。
加えて，バーゼル委員会の参加主体は，各主
権国家そのものというより規制監督機関で
あるため，国内実施についてコミットメント
がなされ難い問題もある。 

 Ｇ７，Ｇ２０等の各Ｇグループでも，首脳
や財務相，中央銀行総裁間の自由な意見交換
と信頼醸成を可能にする非公式性が意識的
に維持されてきた。したがって，そこでの協

議の結果，まとめられる声明，宣言に拘束力
は伴わないことが通常である。 

 

３．研究の方法 

（１）内外の文献調査，各機関の公式発表の
分析を基本とした。文献調査にあたっては国
内で入手可能なものに加え，国際政治経済学
や国際金融関連の文献の充実しているイギ
リスのロンドン・スクール・オブ・エコノミ
クスや中国関連については中国社会科学院
への出張調査により補った。 
 
（２）資料の少ない新興国（中国）の状況は
非公式制度との関わりについては，インタビ
ュー調査により補った。中国社会科学院では，
欧州研究所と世界経済政治研究所の研究者
と面談し，G20 やバーゼル銀行監督委員会な
ど経済・金融関連の国際制度に対する中国の
関わりについて率直に見解を交換すること
ができた。 
 
４．研究成果 
（１）グローバルな金融市場統合の進展にも
かかわらず，非公式な制度形態が維持されて
いる主たる要因としては国際的な力（パワ
ー）の格差ないしは階層性がある。一般に国
際制度は公式性を高めるほど，加盟国を相対
的には等しい条件で拘束する度合いが高く
なる。公式国際制度の最たる例である世界貿
易機関（WTO）の紛争解決手続きにより，最
強の国家である米国さえもしばしば政策変
更を余儀なくされている。それに対し，非公
式性が高まるにつれて，ルールの不備を補う
うえで主要国の力が作用する余地が大きく
なることになる。 
 
（２）この意味で金融は国際的な金融仲介が
集中するニューヨーク，ロンドンという突出
した金融センターが存在するなど，国際的な
力の非対称性がきわめて大きい分野である
といえる。その帰結として，国際制度形態は，
米英二大国の力やその国内制度，米英で活動
する民間金融機関の利益が反映されたもの
となる。言い換えればそれらを反映しやすい
形態として非公式なものが選好されている
面が強いということである。 
 
（３）つぎに得られた知見としては，非公式
な国際制度形態を導いた米英の力の源は何
かというものである。1 つは，最大かつ先端
的な金融市場を備えていることである。これ
はＤ・ドレズナーらの市場パワー概念として，
知られているように，大規模な市場で普及し
ているルールは，①すでに多くの国際的企業
がその市場のルールに適応済みであること，
②国際制度をめぐる交渉に際して，市場アク
セスを交渉材料とできること，により国際ル
ール化しやすい。この市場パワーを背景に米
英は国際制度をめぐる協議を自らの優位に
運ぶことができる。 



 
（４）この市場パワーと連動することで米国
の国内制度形態が国際制度形態にも輸出さ
れやすいことも判明した。米国の金融規制監
督に関する国内制度の特徴として，高度に分
権的なことがある。米国では連邦レベルの銀
行監督についても銀行持ち株会社を監督す
る FRB（連邦準備制度理事会），国法銀行を監
督する OCC（通貨監督庁），国法銀行と州法銀
行の預金の扱いを監視する FDIC（連邦預金保
険公社）に加え，投資銀行，証券市場を監督
する SEC（証券取引委員会）が併存してきた。
さらには各州当局も独自の監督権限を有し
ており，とりわけ最大の金融市場を擁するニ
ューヨーク州当局の役割は重要である。 
 
（５）こうした分権的な状況のデメリットが
表れた例が，2004年にまとまった国際銀行規
制であるバーゼルⅡであった。すなわちバー
ゼルⅡは，米国 FRBが国際金融協会などの要
望を入れながら議論を主導して，バーゼル銀
行監督委員会における合意をみた経緯があ
る。それにもかかわらず，米国内の調整が難
航したことで，米国は完全に実施しないまま，
グローバル金融危機を迎えることになった。
バーゼルⅡのような非公式性の高いルール
に関する調整さえ難しい以上，拘束力の強い
公式国政制度を作っても，米国内で調整がつ
かない可能性は一層高いといってよい。米国
という最大の金融市場において実施されな
いルールは，国際制度として用をなさない。
このような米国内制度の特徴も，各国に実施
の程度の幅を許容する非公式な国際制度形
態と整合的，相互に補完的である。 
 
（６）続けて，本研究では市場パワー以外に，
規範的要因と国際制度的要因の重要性が明
らかになった。 
まず規範的要因として，規範の伝播がもた

らす国家間の階層性がある。すなわち，規範
が伝播するということには，関係アクターを
適切な行動や政策選択について発信する側
と受容する側に分かつ効果が伴う。本研究で
はその二つの立場について，前者を規範の供
給者，後者を需要者と名付けた。この供給者
とは，国際的なガバナンスの対象となる課題
についての規範，政策アイディアを国際機関
などを通じ他国に拡散する国である。対する
需要者は，課題への対応において他国や国際
機関の提示する規範，政策アイディアを受け
入れる国をいう。両者の関係は，規範，政策
アイディアのもたらす正当性と技術的知識
をめぐり，供給者は教導的な立場に立つ一方，
需要者は追随的な立場に置かれる，という階
層性を帯びたものになる。 

 
（７）加えてこの規範的な階層性を補完する
要因として制度的要因がある。自らの規範，
政策アイディアを確立したうえで，つぎに重
要なのはその拡散に活用可能な制度的資源

の存在である。通常それに該当するのは，国
際社会・市場において高い権威を有する規制
監督機関や自国を支持する傾向の強い国際
機関であり，報告書や事務局幹部，所属エコ
ノミストの講演，論文が規範等の拡散径路と
して機能する。さらに各機関の活用は，規範
等に政治的中立性や技術的立場の装いを付
与し，正当性を高める効果をもつ。 

 
（８）上記の力に関わる分析から明らかにな
った点として，非公式な国際制度を成り立た
せている国際的な力の構造は，依然，米欧主
要国が主導するものであるということであ
る。その点は，グローバル金融危機後の新興
国の台頭が叫ばれだして以降も基本的に変
わっていない。すなわち米英，独などの主要
国 は 新 自 由 主 義 ， 秩 序 自 由 主 義
（ordoliberalism），ドイツの歴史的経験に根
差した物価安定至上主義など，経済に関する
自らの規範，アイディアを確立させている。
したがって，金融危機のような不確実性の大
きい事態に直面しても，その事態に対処する
ための政策に関するアイディアや規範を外
に求める必要はない。それらを伝播する国際
制度資源（国際通貨基金（IMF）や欧州中央
銀行（ECB）をも備えている。IMF は，米国
を最大の出資国とし，その意思決定において
米国が事実上の拒否権を握っていることが
知られている。さらにワシントンに所在する
こともあり，日常的な業務に関しても米国財
務省との緊密な協議のもとで実施されてい
るとされる。ECB についても，その創設時に，
物価上昇の回避を排他的に追求したドイツ
連邦銀行の規範を継承することが目指され
た経緯がある。さらに，金融危機と続く欧州
債務危機下にあってドイツ経済が頑健さを
示したことも，ECB によるドイツ型の保守的
なマクロ経済運営への支持を高めさせるう
えで一役かっている。 

 

（９）それに対し，最大の新興国・中国は経
済規模からすれば台頭著しいとはいえど，規
範，アイディア，自らの規範を広める制度の
いずれも欠いている。近年，中国発の経済ガ
バナンスに関するアイディアとして，北京コ
ンセンサスの伝播がいわれることはたしか
にある。だが，それは海外の研究者やメディ
アの用いる概念にすぎず，中国内で権威主義
政府による開発推進や国有企業中心の経済
体制を是とする北京コンセンサスについて
異論も多い。また中国は北京コンセンサスを
支持し，それを拡散する国際制度資源をも有
していない。そのような劣位的な状況から自
らの利益にならない国際制度形態について
も受け入れるなど，従属的な地位に立ってい
るのである。 

 
（１０）中国や日本の米欧に対する劣位的な
状況を改めるため，日中両国で経済・金融に
関する国際制度形成を進める可能性につい



て，前述の中国社会科学院研究員との面談の
際，提起した。すると先方より趣旨について
は理解したものの，歴史問題の解決が先決で
あると釘をさされた。かかる両国の政治状況
および国民感情に照らせば，現状打開に向け
た両国の協調には依然，多大なる困難が予想
されるといわざるを得ないだろう。 
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